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１　は　じ　め　に

　　　　　　　　　　　　　１）
　ＥＵにおける税制の「調和」問題は，１９５３年の欧州石炭鉄鋼共同体の発足以前から問接税の統

合問題として議論の対象となっ てきたが，間接税については１９６８年の関税同盟の創設，１９６７年の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
共通付加価値税に関わる第１次指令案の欧州理事会による採択等，着実にその成果をあげてきて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）おり ，現在では共通付加価値税の採用はＥＵ加盟国の加盟条件の一つとなっ て定着している 。

これに比べて直接税とりわけ法人税の「調和」は，域内共同市場の創設，資本移動の完全自由化

との関わりにおいてその重要性が指摘されているにもかかわらず間接税の統合と比べると遅れた

感がある。法人税の「調和」についてはＥＣ委員会内に設立された専門委員会がこれまで幾度と

なく「報告」「勧告」を出し，法人税の「調和」に向けた提案を行なっているが，現在のところ

部分的調整に留まっ ているというのが現状である。この問の大きな変化は，１９７５年に出された

ＥＣ委員会の「共通法人税制」指令案（ＯＪ　Ｃ２５３／２）が１９９０年に廃案となり ，それまでの「加盟国

共通法人税制」という統合主義的考え方が少なくとも現時点では放棄され，「限定された最小限

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２２８）
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の課題への対応」という方向に路線変換された点である。この新しい立場に立ってＥＣ委員会は ，

「親子会社間の配当に関する指令」，「親子会社問の利子，ロイヤルティーに関する指令案」，「企

業合併に関する指令」等を出している。しかし，この問出された指令案は，理事会においてすべ

て採択された状況にはなく ，ＥＵ委員会の期待通りには進んでいない。こうした膠着した状況が

しばらくの間続くものと思われるが，こうした路線転換の背後には，ＥＵ加盟国内部にある「連
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
邦的」ＥＵ統合論とそれに反対する「諸国家からなる」ＥＵ論との対抗という問題があることは

確かであるが，８０年代後半以降の世界的な税制改革の流れ，その中での法人税率の収敏化に見ら
　　　　　　　　　　　　　５）
れるような税制共通化の動向のＥＵ加盟国税制度に及ほした影響という側面も無視できない 。

　こうした状況を打開するため，欧州委員会は法人課税の調和の必要性に関する専門委員会を設

け， その報告書「ルティンク報告」が１９９３年に公表されることとなる。報告書は，加盟国内部の

法人税制の相違が生み出すマイナスの経済的影響を重視しており ，「限定された最小限の課題へ

の対応」の枠内での勧告を行っているが，問題の根本的な解決のためには３０～４０％共通税率の設

定や課税べ一スの調和等，以前の「共通法人税制」に近い勧告も行っている。蔵相理事会はこれ

に対し，加盟各国の課税主権の確保と補完性原則の立場から，ＥＵにおける法人税制の調和は ，

必要最小限の範囲に留めるべきであるとの態度であり ，膠着状態は継続したままである 。

　本稿では，１９９９年の通貨統合に見られるようなＥＵ統合の深化が，近い将来において，法人

税制の調和についての議論を再度必要とする状況を生み出すであろうという立場から ，「ルディ

ンク報告」をはじめとして，これまでのいくつかの報告書が取り上けてきた，法人税制の調和を

考える際の幾つかの基本的論点について検討を加える。その場合の本稿における問題視角は，法

人税制の基本的システムおよび，国際的二重課税の排除の方式が，各国の法人税の実効税率およ

び政府の税収とどのような関係にあるかという点である。ＥＵの法人税制の「調和」問題を通し

て， 「ボーダレス」社会における法人税のあり方を考える手掛かりを探ってみたいというのが背

後にある問題意識である 。

１）Ｈａｍｏｎ１ｚａｔ１ｏｎの訳語であるが，Ｃｏｒｄ１ｎａｔ１ｏｎという語もこの議論では使用されている。Ｔａｘ　Ｃｏｍ

　ｐｅｔ１ｔ１ｏｎ
論とＨａｍｏｎ１ｚａｕｏｎ 論の中間的立場を表わす用語で，Ｈａｍｏｎ１ｚａｔ１ｏｎ 論よりは税制の多様化

　（Ｔａｘ　ｄｉｖｅｒｓｉｔｙ）を認めている。この多様化論からは，次のような議論が展開されている 。

　１ ．加盟国が一致できる平均的制度を見付けることは本質的ではない。調和の目的こそが重要である 。

　２ ．課税べ一ス，税率等の形式が同じでも経済効果には大きな相違がある 。

　３ ．税制の調和が資源配分を改善する，競争条件を改善すると仮定する理由はない 。

　４ ．独立の加盟国における独立の社会政策と経済政策のためには，税と支出による政策手段が必要で

　　あり ，政策手段の加盟各国による自立的，創造的運用が金融と経済の統合につながる 。

　５ ．多くの運邦国家においては多様な税制がひとつの市場の中で有効に機能している 。

　６ ．調和論は，経済社会の構造的差異，公共部門の規模に関する選好の差異，したがって税の役割に

　　ついての各国国民の選好の差異を考慮していない 。

　７ ．ＥＵはＥＵ市民の生活向上が目的であり ，統合それ自体が目的ではない。選好の差異を調節する

　　ための多様化は，行政的費用がかかったとしても受け入れるべきである 。

　８ ．Ｔａｘ　Ｃｏｍｐｅｔｉｔｉｏｎこそが公共部門の際限のない成長を抑制し政府資金の利用の効率性を促す 。

　　この問題についてはＳｉｊｂｒｅｎ Ｃｎｏｓｓｅｎ「ＥＣにおける税制の調和」（『シリーズ現代財政４　グロー

　バル化と財政』１９９０）を参照されたい 。

２）ＥＵ（Ｔｈｅ　Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｕｎｉｏｎ一欧州運合）は１９９３年１１月１日に発効した欧州連合条約（マーストリヒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２２９）
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　　ト条約）によっ て， これまでＥＣという総称で呼ばれていた３つの共同体（ＥＣＳＣ，ＥＥＣ，ＥＡＥＣ）

　　を欧州同盟の一部分としてその枠組の中に包みこむこととした。それにともない，ＥＣ理事会はＥＵ

　　理事会，ＥＣ委員会はＥＵ委員会とその呼称が変わ っており ，本稿では時代状況に応じてＥＣ委員会 ，

　　ＥＵ委員会と使い分けているがそれ以上の特別の意味はない 。

　３）共通付加価値税（ＶＡＴ）については，１９６７年の第１次指令において各国の売上税を廃止し，前段

　　階税額控除方式の多段階型共通付加価値税を採用することが決定され，１９７３年の第６次指令案（１９７７

　　年採択）において課税標準の統一が提案されている。加盟各国のＶＡＴの導入は主要国においては ，

　　おおよそ７０年代に終了し，１９８７年ギリシャが導入したのを最後に加盟各国はすべてＶＡＴ導入手続き

　　を完了した。その後，１９８５年の「域内市場完成白書（コソ クフィールト報告）」がこれまでの輸出時

　　免税，還付および輸入時課税という仕向地主義に基づく現行制度を，国境での税関とその検査の廃止 ，

　　合理化のため，製造地国での課税，消費地国での前段階税額控除による製造地課税額の税額控除およ

　　び清算制度（クリアリング ・ハウス）による消費地国への税収の移転という ，原産地主義と仕向地主

　　義の混合方式を提案し，欧州委員会はこの方向にむけて準備を始めることとなる。ＥＣ域内での財政

　　国境の廃止こそが域内市場完成の要であり ，これにより ，ＥＣ企業の価格競争力，規模の利益の享受 ，

　　消費者価格の安定，国境管理費用の縮減に役立つというものである。しかし１９８９年の蔵相理事会は清

　　算制度への移行は時期尚早であるとして，さしあたりは仕向地原則による期限付過渡的制度を提案す

　　るに至る 。過渡的期問は１９９３年１月１日から１９９６年１２月３１日までとなっ ているが，期限を過ぎた現在

　　もこの過渡的制度が継続されているというのが現状である 。

　４）代表的論客はＭ　Ｔｈａｔｃｈｅｒ 元イキリス首相である。「私たちはイキリスで，国家による介入を撃退

　　することに成功しましたが，ソ連が権力の中央からの分散を学んでいるときに，ブリュッ セルから新

　　しいヨーロッパ超国家による介入を全ヨーロッパレベルで再び押し付けられるとは思ってもみません

　　でした。」という１９８８年のブルージュでの演説はこの立場をよく表わしている 。

　５）例えば，宮島　洋「証券税制の現状と課題」（『資本市場』Ｎｏ． ７７．１９９２年１月）。

２　法人税の基本的システムと「ＥＣ共通法人税制」案

　ＥＵにとっ て国境を越える取引を行なう企業が直面する税制上の障害をいかに克服するかは ，

１９６７年のＥＣ創設（ＥＣＳＣ，ＥＥＣ，ＥＵＲＡＴＯＭの共通機関としてのＥＣ）以前から，現在に至るまで ，

一貫して解決を求められる重要課題の一つであ った。この問題へのアプローチの方法は既に述べ

たように時代によっ て異なる。１９９０年までの時期は「ＥＣ共通法人税制」の模索の時代であ った

といえる。ＥＣ加盟各国がすべて同じｒ共通法人税制」を持つことによっ て税制の相違が生み出

す障害を克服しようとした時代であ った。ＥＣ創設に先立つ１９６３年の「ノイマルク報告」 ，１９７０

年の「ヴ ァンデン ・テンプル報告」，そして１９７５年のＥＣ委員会「共通法人税制指令案」の三つ

の「共通法人税制」案は，ＥＣ加盟国共通の法人税制を作り出すことで問題に応えようしている

点で共通しているが，そのアプローチの方法は，法人税の基本的システムをどのように考えるか

という点において異なっ ている 。

　「ルディング報告」は，表一１に見られるように当時の加盟国の法人税の基本的システムを大き

く， 古典的制度（Ｃ１。。。１。。１Ｓｙ．ｔ．ｍ），インピュ テーシ ョン方式（Ｉｍｐｕｔ．ｔ１．ｎ　Ｓｙ．ｔ．ｍ），法人段階 ・非

課税 ・軽課制度（Ｒ．ｄｕ。。ｄ　Ｔ．ｘ．ｔ１．ｎ）の三つに区分している。ここで古典的制度と呼はれている

ものは，法人税と個人株主との問の調整のない，一般に分離制度と呼ばれるものである。　を修

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３０）
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　　表一１　法人税の基本的システム

２９

Ａ古典的制度 Ｂ　インピ ュテーシ ョン方式 Ｃ　法人段階 ・非課税 ・軽課制度

¢ 　 　 ＠ 　 　 ¢

非修正方式 修正方式 部分方式 完全方式 二重税率方式 配当控除方式 ゼロ税率方式

株主の個人所得 法人税負担と無 二重課税分の部 二重課税分の全額税 支払い配当へ 支払い配当を 支払い配当に

税への救済なし 関係の株主軽課 分税額控除 額控除 の軽税率適用 法人の課税べ ゼロ税率を適

一スから控除 用

ルクセンブルグ ベルギー フランス ドイツ ドイツ スペイン ギリシャ

オランダ デンマーク アイルランド イタリア

ポルトガル イギリス

（スイス） オーストリア フインランド オーストリア スウエー デン ノルウェー

（アメリカ） （カナダ） （ニュージーランド）

（日本）

注　 １． Ｒｕｄｉｎｇ　Ｒｅｐｏｒｔ，ｐ．６５（Ｓｏｒｃｅ： Ｋ． Ｍｅｓｓｅｒｅ “Ｔａｘ　Ｐｏ１ｉｃｙ　ｉｎ　ＯＥＣＤ　ｃｏｍｔｒｉｅｓ１９６５
－９０

”。

　　２ ．上段は当時の加盟国，（　）はＥＵ以外の国である 。

正古典方式として古典方式に含めるのは，負担調整があるかないかという基準で区分するとすれ
　　　　　　　　　　　　　　　１）
ば， 異論のあるところであろうし，この中には法人段階での軽課と個人段階での軽課の混在も見

られる。また，この分類は１９８０年代の後半におけるものであり ，その後，各国における変化も生

じている。この中で，三つの「共通法人税制」案が提案するのは，「ノイマルク報告」において

は二重税率方式，「ヴァンデン ・テンプル報告」では分離方式（修正なしの古典的制度），そして ，

ＥＣ委員会「共通法人税制指令案」では部分インピュ テーシ ョン方式である 。

　１）「ノイマルク報告」と「ヴァンデン ・テンプル報告」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）　「ノイマルク報告」の共通法人税制構想は，法人税の基本構造については部分統合方式を採用

し， 法人税と個人所得税の経済的二重課税の解消については，西ドイツをモデルとした二重税率

方式（配当軽課方式，留保部分５０％，配当部分１５～２０％）を使い，国外へ支払われる配当に対する源

泉課税は，支払い利子に対する源泉税と統一税率で行なうというものである。二重税率方式によ

る法人共通税の概念を表わしたのが図一１である。留保部分には５０％の税率で，配当部分には

２０％の軽課税率で法人税がかかっており ，国外への配当には更に１０％の源泉税がかけられている 。

この場合，経済的二重課税の調整は，Ａ国法人 ａの段階での２０％の配当軽課税率で完了してお

り， 株主段階での調整の必要はない。株主がＢ国法人ｂである場合，ｂの税額計算においては ，

　般的に ａがｂの子会社であれは，国外からの配当部分は益金不参入に，それ以外の場合は課

税所得としたうえで外国税額控除を適用するケースが多い。ここでは加盟国はすべて共通法人税

率であるのでｂの法人税率も５０％である。したがって，ｂがＢ国において支払う法人税からＡ

国において支払った配当にかかる法人税と源泉税は控除しうる。この二重税率方式においては ，

経済的二重課税と国際的二重課税はいずれもクリアーされているといえる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　しかし，この共通税構想に対し「ヴ ァンデン ・テンプル報告」は，部分統合方式（二重税率方

式とインピュ テーシ ョン方式）は，国内投資について居住者と非居住者を差別するものであり ，投

資に対する課税の中立性（資本輸入の中立性）を歪めるものであるとして，法人税と個人所得税を

統合しない分離方式を提案している。ここで報告のいう居住者，非居住者の課税上の差別とは ，

主要にはＢ国法人ｂのＡ国現地子会社である ａ（居住者）と ，例えば，Ｂ国の他の法人の国外事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３１）



　３０　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４６巻　第３号）

業所（支店，営業所等）との間において発生する課税上　　　　図一１　二重税率方式の概念図

の不公平な取扱を意味している。すなわち，一方は現　　　　　　
Ａ国　　　　　　　　 Ｂ国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（外国税額控除）
地子会社であるためにその支払い配当には軽課税率が　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｂ

ｌｌ１鴛！：瓜鴛１１１鷹騒税
う差別が生じることを指している

。．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 、　　 １

　部分統合方式に比べ，分離方式においては経済的二　　　　　　　　　　　　　源泉税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０％重課税はその定義上発生せず，したがってその解消の

手続きも不要であるのは当然のことであるが，子会社 ，
支店という進出の際の法的形態による課税上の不公平　　　　　　　　　　　　［〉国外

も， 税率が一本であるため発生しない。したがつて
，　

留保配当
」株主へ

Ｕ

法人税　２０％

５０％５０％

あ刀イ旦
仙」

国際的二重課税の排除方式が規定されていれは，居住者，非居住者のいずれの投資に対しても中

立的であるというのがその主張である。しかしこの方式には重大な欠陥があるように思える。な

ぜなら分離方式の場合，法人税と所得税の二つの税の負担は調整されないわけであるから，それ

を「経済的二重課税」と呼はないとしても ，調整されない分だけ税負担は増大することとなる
。

したがって，共通法人税率がその分だけ引き下げられれば別であるが，そうでない場合，個人投

資家の資金は一斉に域外に逃げだすことが予想されるのである。法人税率の引き下げは当然税収

減を伴う 。個人投資家の資金の逃げ出しを放置するか税収減かのいずれかの選択がこの方式には

迫られることとなる 。

　２）ＥＣ委員会「共通法人税制指令案」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）　この二つの構想に対して，１９７５年のＥＣ委員会「共通法人税制指令案」は，再び，部分統合方

式を提唱している。しかし，この「指令案」における部分統合方式は，「ノイマルク報告」にお

ける二重税率による部分統合と異なり ，配当額に法人税額をグロス ・ア ップした額に通常税率を

適用し算定された税額から法人税額のほぼ半額を，居住者に限り ，税額控除するという「半額イ

ンピュ テーシ ョン方式」というものである。また法人税率も留保部分と配当部分をま別せず，最

低税率４５％，最高税率５５％という幅の中に一本の税率を設定するとしている。「ヴ ァァンデン ・

テンプル報告」が重視した，居住者と非居住者の間の課税上の差別は二重税率ではないので法人

については発生しない。支払い配当に対する源泉税（２５％が提案されている）については，子会社

の親会社に対する配当には源泉税を課さない，またそれ以外のものについては源泉税は課すが
，

受取り国において税額控除を行ない，課税国が控除国に控除相当額を支払い清算するとしている 。

「ノイマルク報告」の二重税率方式においては，控除国の源泉税の税額控除分を源泉国が補填す

る必要がなかったのは，支払い配当に対して軽課税率が適用されていたためである 。

　インピ ュテーシ ョン方式において生ずる新たな問題は，個人の居住者と非居住者の問の差別問

題である。それはインピュ テーシ ョン方式それ自体に由来するもので，国内居住者には適用可能

なグロス ・ア ップ分の税額控除が，非居住者には一般には適用できないことから生ずる。二重税

率方式においては居住者と非居住者の差別問題は二重税率それ自体から発生したが，ここでは問

題は経済的二重課税の二つの国にまたがる調整は不可能であることから生じている。いうまでも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３２）
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ないことであるが，個人の非居住者の法人税負担は配当支払い国で生じている。しかし，彼の所

得税は彼の居住地国で支払われる。二つの国の問で個人所得税が全く同じであり ，両国間の個人

投資家の投資額が均衡しているなら，一方の国が配当につけたタ ックス ・クレディットに基づき ，

他方の国が所得税を課税すると同時に税額控除も行なうことは可能かもしれない。その場合は相

手国が行なうべきことを相互に代行すればよいのであ って，租税条約でそうした内容を規定して

おけば済むことである。しかし，所得税の構造が異なり ，相互投資の状況がアンバランスである

のが一般的であるとすれば，このことは困難である。自国では課税していない法人税を，したが

って自国では発生していない経済的二重課税を，自国の税収を犠牲にして税額控除することにな

るからである。しかも ，基本的なことであるが，所得税の税率構造（各ブラケ ットの限界税率，ブ

ラケ ットの数や幅）が異なっ た場合，そもそもインピュ テーシ ョン方式が解消しようとする二重課

税部分（超過負担分）が異なっ てくるということも ，このことを困難にする 。

　「指令案」は，インピュ テーシ ョン方式がこうした問題を内包するにもかかわらず，この方式

の採用を決定している。探用の理由としては，この方式が¢課税の公平性，　高額納税者によ

る租税回避，　株式市場の停滞，＠法人の資金調達に対する中立性，　事業遂行の法的形式に対

する中立性といういくつかの点で分離方式よりも優れているということがあげられている。これ

らは相互に関連しており ，同じ現象を別の視角から見たものでもあるが，その意味するところは ，

次のようなものである。まず，¢課税の公平性であるが，分離方式においては，経済的二重課税

は限界所得税率の高い高額所得層より ，税率の低い低所得層に相対的に多く発生する。もし法人

税がないとすれば，税率の低い低所得層の投資家が配当所得に対して支払うべき所得税は高所得

層より少なくなるはずであるが，法人税の存在を削提すると ，両者には同一税率の法人税が課税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
されることにより ，二重課税は低所得層に相対的に多く発生する。次に，　高額納税者による租

税回避，　株式市場の停滞，　法人の資金調達に対する中立性については，税負担は法人の大株

主にとっ て経済的二重課税は負担が大であり ，内部留保が有利となる。このことは法人の配当政

策を抑制的なものとする。配当性向の低下は，中小所得層の個人投資家にとっ ても株式投資を不

利なものとし，個人投資家の株式市場離れを引き起こす。そしてこの株式市場の停滞は，法人の

資金調達にも影響を与え，借り入れを株式発行より ，有利な条件におくというものである。最後

に， 　事業遂行の法的形式に対する中立性についてであるが，分離方式のもとでは二重課税調整

がないため，法人税率が低めに設定される傾向があり ，個人所得税の最高税率との格差が生じや

すく ，個人企業の「法人成り」が起こりやすいとされている。これらがインピュ テーシ ョン方式

の採用に至る主たる理由であるが，ＥＣ委員会「共通法人税制指令案」においては，国内と国外

の個人投資家の不公平問題より ，こうした問題が重視されているのである。しかし，こうした問

題の中で，配当性向の低下から法人の資金調達に至る論理はインピュ テーシ ョン方式の歴史的経

験が浅かった当時において証明済のものではなかった 。

　　１）ＯＥＣＤは支払い配当に対する負担の調整の程度に応じて，次のように法人税の基本システムを分

　　　類している 。

（２３３）
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負担調整あり負担調整の殆ど

るいは

くなし

軽　減 除　去

法人段階 株主段階 法人段階 株主段階

０古典的制度 　差別税率 　部分控除

部分インピュ テーシ

ョン

　国内株主の部分救済

＠全額控除

ゼロ税率

＠完全インピュ

ーシ ョン

　　　　ＯＥＣＤ　Ｔａｘａｔ１ｏｎ　ａｎｄ　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｃａｐ１ｔａ１Ｆｌｏｗｓ，１９９０

２）　 “Ｎｅｍｌａｒｋ　Ｒｅｐｏｒｔ” ＥＥＣ　Ｒｅｐｏｒｔ　ｏｎ　Ｔａｘ　Ｈａｒｍｏｍｓａｔｌｏｎ，ＡｍｓｔｅＩｄａｍ１９６３

３）吉牟田勲「域内市場完成に向かっての新指令案等の立案」（吉牟田勲編著『ＥＣの調和と発展』）で

　の紹介を参照させていただいた 。

４）ＥＣ委員会の案は二つの指令案（ＯＪ１９７５Ｃ２５３／２；ＯＪ１９７８Ｃ１８４／８）からなる。また ，Ｅｕｒｏｐｉａｎ

　Ｔａｘａｕｏｎ　Ｖｏ１１６，Ｎｏ２３４合併号がこの指令案を特集している。吉牟田勲「ＥＣ共通法人税制指令案

　の逐条研究」（税大論叢第１３号）が詳しい逐条研究を行なっ ている 。

５）このことは次の表から明らかである。いま法人税率を３５％，所得税率をＯ％，１０％，２０％，４０％と

　すると ，１００の税引き前支払い配当に対する二重課税は次のようになり ，適用税率の高い高所得層ほ

　ど二重課税の割合が高くなる。この不公平は概算的一律配当税額控除では消えない（日本では税額控

　除率を１ ，０００万円を境に，以上を５％，以下を１０％として対応している問題である）。

限界個人 税引き前 法人税 株主の
所得税 税負担 税引き前支払配

所得税率 支払配当 受取配当
二重課税

３５％ 合計 当への所得税

０％ １００ ３５ ６５ Ｏ ３５ ０ ３５

１０％ １００ ３５ ６５ ６． ５ ４１ ．５ １０ ３１ ．５

２０％ １００ ３５ ６５ １３ ４８ ２０ ２８

４０％ １００ ３５ ６５ ２６ ６１ ４０ ２１

３　イギリスにおけるインピュ テーシ ョン方式導入期の状況

　１）インピュテーション方式採用の背景

　ヨーロッパおけるインピュ テーシ ョン方式の導入は，それほど古いものではない。１９６２年にお

けるベルギーでの採用がその最初であり ，これに続き ，フランスが１９６６年より実施している 。

１９７３年からのイギリスにおけるインピュ テーシ ョン方式の実施は，この二か国に続くものであり ，

時期的には１９７５年のＥＣ委員会の「共通法人税制指令案」にもっとも近い。西ドイツは，当時す

でにインピュ テーシ ョン方式導入の意向を固めていたが，その実施は１９７７年からであり ，実施さ

れたインピュ テーシ ョン方式も ，先行するベルキー フランス，イキリスが部分的インピュ テー

ションであったのに対し，１００％経済的二重課税を排除すると１いう完全インピュ テーシ ョン方式

であり ，しかも二重税率方式を併用するという西トイッ特有の方式であ った。ここでは，時期的

にも ，部分インピュ テーシ ョンという点でも ，「共通法人税制指令案」の論議に影響を与えたと

思われるイギリスにおけるインピュ テーシ ョン方式導入期の状況を見ておきたい 。

　イギリスにおけるインピュ テーシ ョン方式導入の直接の動機となっ たのは，イギリスのＥＣ加

盟である。イギリスのＥＣ加盟は１９７３年であるが，１９７１年の時点において既に国内において加盟

方針は決定しており ，ＥＣにおける「共通法人税制」の議論の動向に沿った法人税制の決定が加

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３４）
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盟それ自体を有利なものとするだけでなく ，加盟後の加盟国問の関係を円滑なものにするとの判

断があ ったものと思われる 。

　イギリスにおいてインピュ テーシ ョン方式が採用された当時の状況については，「欧州証券税
　　　　　　　　　　１）
制調査団」の『報告書』が詳しい。それによると当時の状況は次のように説明されている 。

　このインピュ テーシ ョン方式の採用については，１９７０年に政権の座に着いた保守党の法人税制

ないし配当課税制度に対する考え方が大きく影響しているといわれている。すなわち，イギリス

では１９６５年以前においては配当に対して支払い配当源泉控除方式（損金算入方式）が採用されて

いたが，１９６４年に労働党が政権につくや，経済的二重課税を調整しない分離方式が採用されるこ

ととなる。当時の労働党政権の考えは，企業利潤の配当による流出を抑制し，内部留保によっ て

蓄積された資金を投資資金として活用することによってイギリス経済の活性化につなげようとい

う政策であ った。またこれには，それまでの支払い配当源泉控除方式が経済的二重課税を発生さ

せない方式であり ，一部資産階級に対する優遇策であるとの考え方もあ ったようである。労働党

によっ て導入された分離方式は，法人に対して社内留保奨励的ないし支払い配当抑制的な影響を

及ほし，法人の多くにおいては配当支払いが抑制され，多くの企業は多額の流動資産を蓄積した

という 。しかし多くの留保された資金は，企業の吸収合併や不動産投資等に向けられ，国民経済

的観点からして生産的投資に向けられたとは言えない状況であ った。１９７０年に保守党が政権につ

くが，保守党の配当政策に対する考え方は，労働党とは逆であり ，企業利潤は，配当の形で投資

家に一旦配分されるべきであり ，その後自由な資本市場のメカニズムを通じて，投資家の選択に

基づき再投資に回されるべきであるというものであ った。こうした考えに基づき採用されたのが ，

　般的に配当支払い奨励的，内部留保抑制的なインピュ テーシ ョン方式であ ったといわれている 。

『報告』は当時の背景をこのように説明し，保守党がインピ ュテーシ ョン方式を採用した理由を
　　　　　　　　　　　２）
次のようにまとめている。第一は，経済の発展のためには，企業の配当支払いを促進し，企業か

ら外部に流出した資金を市場のメカニズムを通じて最優良投資対象に再投資する必要がある。第

二に，株式資本と借入資本に対する税制上の不公平を改善し，増資を刺激することにより資本市

場の振興を図り ，合わせて企業の財務体質の強化，国際競争力の強化に資する 。

　ＥＣ委員会の「共通法人税制」における考え方と共通したものがここには見られるのであるが ，

採用されたインピュ テーシ ョン方式の内容を考察すると ，こうした見方はかなり割り引いて理解

する必要があるように思える 。

２）導入されたインピュテーション方式の内容と特徴

１９７３年にイキリスにおいて採用されたインピュ テーシ ョン方式は，次のようなものである 。

１　法人税率は，留保，配当の区別なく一律税率とする 。

２　配当支払い法人は，内国歳入庁に対し，支払い配当額の一定割合を予納税（ＡＣＴ　Ａｄｖ．ｎ。。

Ｃｏｐ。。。ｔｉ．ｎ Ｔ．ｘ）として納付する。配当に対する所得税の源泉徴収税は廃止する 。

３　ＡＣＴは当該事業年度の確定法人税と相殺する。控除できるＡＣＴの額は課税所得の３０％以

内である。当該事業年度に控除し切れないＡＣＴは，２年間の繰り戻しと ，次年度以降への繰

越が可能である 。

４　配当受領者には，ＡＣＴ相当額の税額控除権が認められる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３５）
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５　法人間の受取り配当は非課税とする 。

６． 中小法人には，軽減税率の適用，一定額の税額控除が認められる 。

　インピュ テーシ ョン方式の本来の特徴は，個人株主が法人段階で支払った法人税と個人段階で

支払った所得税が経済的二重課税であるとして，法人税の前払いがなかったなら受け取ったであ

ろう受取り配当額に所得税率を適用し，その結果算出された本来の所得税額から実際には法人段

階で支払った法人税額を差し引き ，二重課税を調整するというものである（完全インピュ テーシ ョ

ン方式）。 しかしイギリスの場合，支払われた配当にかかる所得税をＡＣＴとして先取りしている

ために事態が複雑になっ ている。配当に関わる法人所得を１００，法人税率を５２％，所得税の基本

税率を３０％とすると，完全調整の場合とイギリス場合の比較は次のとおりである 。

　計算例は図一２のようになるが，この場合注意を要するのはＡＣＴの割合（＝グロスア ップ率）

である。ＡＣＴの割合は，［所得税の基本税率／（１一所得税の基本税率）１として設定される。こ

の割合は，所得税の基本税率を適用されるもっとも納税者数の多い階層における配当に係わる税

額がゼロになるように設計されている。徴税手続きを合理化するためのものであるが，その結果 ，

ＡＣＴの割合（＝グロスア ソプ率）は，経済的二重課税を完全に解消するには不十分なものとなら

ざるをえない。この例では表一２に見られるように完全調整の場合が所得税２２を還付することに

より ，未調整部分を０としているのに対して，ＡＣＴを使った場合では７６の二重課税の未解消

部分が残ることとなる 。

図一２

：、ニニ

法人税１００×５２％＝５２ 所得税　　：Ｏ

　また，ＡＣＴは単に配当を受け取った個人の所得税の先取りという性格を持つだけに留まらな

い。 配当を行なっ た法人がＡＣＴを源泉徴収し，後に法人税と相殺するわけであるから，それは

法人税の先取りという性格をも持っている。さらに，法人税と相殺できるＡＣＴは，法人税の歩

留まりを確かなもとするため，法人所得の３０％以内という制限を設けてあるため，法人所得から

３０％以上の配当を行なっ ている配当性向の高い法人の３０％を越えた部分のＡＣＴについては，法

人みずからの負担となる。ＡＣＴは個人の配当所得にかかる所得税を先取りするものであると同

時に，タ ソクス ・クレティソトとして経済的二重課税の部分的解消手段として機能するものであ

ったが，ここではそれは法人税に転化することになる。経済的二重課税の解消を低いグロス ・ア

ップ率で部分的なものに留めるだけでなく ，法人税とのＡＣＴの相殺に制限を設けることによっ

て， 二重課税解消の総額にも歯止めをかけているのである。ＡＣＴを伴うインピュ テーシ ョン方

式は，配当性向が上昇すれは，インピュ テーシ ョン方式のもとでは必然的に生じさるをえない二

重課税の解消に伴う財政負担を一定の枠内に押えるような働きをしているのであり ，政府の税収

を一定の枠内で確保するという配慮がそこにはあるといえる。この意味でＡＣＴを伴うインピュ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３６）



　　　　　　　　　　　　　ＥＵにおける法人税制の「調和」の論理（浅田）　　　　　　　　　　　　３５

テーシ ョン方式の部分的性格は，その「部分　　　　　表一２二重課税の解消割合

的」の意味が二重であるということができる 。

経済的二重課税の解消が部分的であると同時に ，

その部分的調整もすべて政府財源で行なうので

はなく ，配当性向の高い法人にその負担の一部

を肩代りさせているという意味で二重である 。

こうした負担の転嫁は事実上の法人実効税率の

引上げであり ，この税負担を法人が回避しよう

とするなら，法人は配当を法人所得の３０％以内

に押えなければならないこととなる。それは法

人の配当支払に対し抑制的に働くことになる 。

法人所得の３０％を越える高配当に対する経済的

二重課税の負担は法人自体が負うべきである ，

完全調整 部分調整

イギリス

法人所得 １００ １００

法 法人税率 ５２％ ５２％

人 法人税 ５２ ５２

段 配当原資 ４８ ４８

階 ＡＣＴ
・

１４ ．４

支払い配当額 ４８ ３３ ．６

グロス ・ア ツプ額 ５２ １４ ．４

所得税課税所得 １００ ４８

個 所得税率 ３０％ ３０％

人 算定所得税 ３０ １４ ．４

段 税額控除 ５２ １４ ．４

階 所得税 一２２ Ｏ

二重課税 ２２ ２２

二重課税未調整 Ｏ ７． ６

というのがＡＣＴの持つもう一つの側面なのである 。

　こうしたイギリスの経験からすると，イギリス政府はインピュ テーシ ョン方式の導入によっ て

配当性向を上昇させ，株式資本と借入資本に対する税制上の不公平に対処し資本市場の振興，企

業の財務体質の改善に役立てようという意図はなかったと思われる。イギリス政府は，むしろイ

ンピュ テーシ ョン方式の導入による政府収入の減少と配当性向の上昇に配慮し，ＡＣＴを付け加

えることでそれらに対処しているのである。またそれと同時に，導入の前年の１９７２年には，企業

の一株当りの配当は前期比で一定の増加率を越えてはならないという配当制限政策を導入し ，

１９７３年のインピュ テーシ ョン方式の導入時期には，配当，利子所得に対して付課税を課すという
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
投資所得付課税すら実施しているのである。インピュ テーシ ョン方式の導入は，イギリスのＥＣ

加盟にとっ て必要条件ではあるが，イキリスにとっ て許容しうるのはあくまでイキリス型インピ

ュテーシ ョン方式であり ，「ＥＣ共通法人税制指令案」とはその性格を異にしたものである。そ

こにはＥＣ加盟によっ て課税主権を手放すことはしないというイギリス政府の姿勢を見てとるこ

とができるのである 。

　　１）　日本証券業協会『欧州証券税制調査団報告書』 ，１９８０年 。

　　２）同上，ｐ．５１．

　　３）インピュ テーシ ョン方式のもとでは，原則的に国内株主のみに税額控除権を与えることとなり ，居

　　　住者と非居住者との問の不公平が発生するが，これに対しては，当時のイギリス政府は，イギリスに

　　　資本を流入させることが望ましい諸国に対しては，租税条約を締結し，条約上税額控除権を与えると

　　　の方針を採用している 。

４　ルディング委員会のＥＣ企業課税に関する報告

１）「ルティンク委員会報告」の背景

ここでは，１９９２年に出された，法人税の「調和」に関するもっとも新しい報告書である「ルデ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３７）
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イング委員会報告」（正式名称は「企業課税に関する専門委員会報告」，“Ｒ．ｐｏ討ｏｆＴｈｅ　Ｃｏｍｍ１抗。。ｏｆ　Ｉｎ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）ｄ．ｐｅｎｄ．ｎｔＥｘｐ。。ｔ。。ｎ　Ｃ．ｍｐ．ｎｙＴ．ｘ．ｏ．ｎ
’’

）の内容を検討する。ルティング委員会は１９９０年末に，オ

ランタの元大蔵大臣Ｏルティング（Ｏｍｏ Ｒｕｄｍｇ）を責任者とする加盟国８か国の専門家から構

成され，当時のＥＣ委員会において租税問題を担当していたＣ．スクリブ．ナー（Ｃｈ．ｉ．ｔｉ．ｎｅ

Ｓ．ｎｖｅｍｅ。）の「域内市場の完成後，企業課税の領域においていかなる措置が取られるべきである

か」という諮問に，答えるのがその役割であ った。この諮問の背景としては，ｒ資本移動の自由

化に関する第４次指令」（１９８８６２４採択）を契機に直接税とりわけ法人税の統合の必要性が再ぴ

議論の遡上に上り ，部分的な限定された統合であったとしても統合を進めるべきだという考えが

ＥＣ委員会内部にあ ったことがあげられる。統合にむけてのいくつかの法人企業課税に関わる指

令案がＥＣ委員会によっ て準備され提案されたにもかかわらず，ＥＣ理事会においては採択され

るに至らず，放置されており ，法人税の調和についての議論の進展がこう着状態にあ ったことは ，

冒頭に述べたとおりである 。

　ＥＣ委員会が提案した法人税共通化に向けたＥＣ規則 ・指令及び指令案は次のとおりである 。

　¢　「１９７５年の共通法人税指令案の廃案決定」（１９９０ ．４．１８．）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）　　　「直接税にかかる加盟国税務当局の相互協力に関する指令」（１９７７１２１９採択）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）　　　「企業の合併 ・分割 ・現物出資にかかる共通税制に関する指令」（１９９０．７．２３．採択）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）　＠　「異なる加盟国に所在する親子会社間の配当に対する共通税制に関する指令」（１９９０７２３

　　　採択）

　　　「異なる加盟国に所在する親子会社問の利子およぴ ・ロイヤルティーに適用される共通税
　　　　　　　　　　　　５）
　　　制に関する指令（案）」（１９９０．１２ ．６．提案，未採択）

　＠　「異なる加盟国に所在する子会社，支店等（恒久施設）で生じた損失の控除にかかる調整に
　　　　　　　　　　６）
　　　関する指令（案）」（１９９０．１２ ．４．提案，未採択）

　¢　「異なる加盟国に所在する関連会社間の利益移転の調整に関わる二重課税の排除に関する
　　　　　７）
　　　規則」（１９９０．７ ．３．採択）

　ゆ　「欠損金の繰越しおよび繰戻しの可否 ・期間の基準を加盟国において共通化するための指
　　　　　　８）
　　　令（案）」（１９９０．９．２０．提案，未採択）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）　　　「利子所得の源泉徴収の共通制度に関する指令（案）」（１９８９ ．２ ．８．提案，未採択）

　採択された指令およぴ規則の内容は，　「加盟国税務当局の相互協力指令」については，租税

回避の防止を目的としたものであり ，所得税とキャピタル ・ゲイン税に関わる情報交換を加盟国

に認めるもの。　「企業の合併にかかる共通税制指令」は，法人の合併に際して発生するキャピ

タル ・ゲインに対する課税の繰り延べ，引当金，準備金，欠損金の引き継ぎを認め，一加盟国内

での合併に比べて国際的合併に不利な取り扱いを除去しようというものである。また，＠「親子

会社間の配当に対する共通税制指令」は，域内市場における企業結合を容易にするために，異な

る加盟国に所在する親子会社について，２５％以上の出資持ち分関係がある場合に，子会社のもと

では親会社への支払い配当に対する源泉徴収税を免除し，また親会社のもとでは受取り配当を非

課税とするか，配当利益に係わる子会社支払い税額の税額控除を認めるというものである。この

指令は，　「親子会社問の利子 ・ロイヤルティー指令（案）」，＠「子会社，支店等の損失控除指

令（案）」，＠「欠損金の繰越し，繰戻し基準指令（案）」とセ ットで提案され，いずれも親会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３８）
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と子会社に関わる国際的共通課税システムの整備を目指すものである。　「親子会社問の利子 ・

ロイヤルティー指令（案）」は，親子会社問配当指令と同様，異なる加盟国に所在する親子会社

問で支払われる利子およびロイヤルティーについて源泉徴収税の免除を認めるというものである

し， 　「子会社，支店等の損失控除指令（案）」，＠「欠損金の繰越し，繰戻し基準指令（案）」

は， 他の加盟国に存在する子会社，支店の損益を親企業の損益に算入し，支払った税額があれば

これを税額控除するというもので，いずれも他の加盟国での企業活動が国内での企業活動に対し

不利にならないための措置であるが，これらの「指令（案）」はいずれも未採択である。また ，

¢「関連会社間の利益移転の調整（移転価格）排除規則」は，採択されていたが，ＥＣ内部にお

いても増加しつつあ った移転価格の更正に関する国際的二重課税の除去についての仲裁規則であ

る。 採択されたものもあるが，こうしたＥＣ委員会の提案の未採択の状況，これがＥＣ委員会を

して専門家委員会に諮問を行なっ た当時の背景である 。

　２）「ルディング委員会報告」の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
　「ルディング委員会報告」の構成は表一３のようになっ ている 。１０章が結論となっ ており ，他の

章の要約ともなっ ているので，主にこの部分をここではとりあげる。「ルディング委員会報告」

がここで取り上げている課題は，次の三点である。第一に，ＥＣ加盟国の法人税制の差は，域内

市場の機能に，とりわけ企業の投資決定や競争等に関して撹乱要因となっ ているか。とりわけこ

こでは，１）国際的に支払われる支払い配当への源泉徴収の企業の立地条件への影響，２）国際

的二重課税の排除の方法の差，３）法人税制，法人税率の差が重視されている。第二に，撹乱要

因であるとすれは，解決策は共通税制あるいはルールを設定せず市場の諸力の相互作用や加盟各

国の租税軽減競争（Ｔ。。 Ｃ．ｍｐ．ｔｉｔｉ．ｎ）が税制の相違を一つのものに収敏させていくやり方がよい

のか，ＥＣレベルの強制的な措置がよりよい方法なのか。この点については，１９８０年代の税制改

革は，加明国の税制を一定程度類似の方向に収敏させはした。しかし，一部のタ ソクス ・ヘイフ

ン的な加盟国が，他の加明国の犠牲の下に企業を引き付け，税収をあけ，雇用の確保を計ってい

る以上，公権的介入の必要は高いとしている。第三は，ＥＣレベルの強制的な措置が必要な場合 ，

それはいかなる措置か，というものである 。

　総論的な結論としては，「７５年共通法人税制指令案」のような完全な統合は，政治的に無理で

あるが，放置できない携乱要因に対しては最小限の措置が必要であるとして，ＥＣの現発展段階

で可能な措置は，次の三つの事項に集中すべきであるとしている。その第一は，国境を越える企

業投資や企業の株式保有を妨げる各国の租税規定から生ずる差別扱いや競争の歪みを除去するこ

と。 第二は，多国籍企業の投資やモービル投資　　　表一３　ｒルディング委員会報告の構成」

を引き寄せるための加盟国間の過剰な法人税率

の引き下げ競争や課税べ一スに関する規定は

ＥＣ全体の課税べ一スを侵食するに至っており ，

この租税軽減競争を制隈するための措置の導入 。

すなわち法定法人税率の最低水準および最小限

課税べ一スに関する共通のルールの確定と導入 。

第三に，投資促進に関する加明国の租税誘因措

１章　序説

２章　単一ヨーロッパ市場における租税問題

３章　ＥＣと主要取引国の法人課税

４章　投資に与える課税上の歪みのパターン

５章　国際的な投資への課税の影響

６章　国際的タ ックス ・プランニングとその限界

７章　租税競争，租税の統合，租税の調和

８章　８０年代においてＥＣの法人税は収敏したか

９章　ＥＣ以外の連邦国家における租税の調和と競争

１０章　結論と勧告

（２３９）
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表一４　ルディング報告における勧告内容

Ｉ． 国際的二童課税の排除

　１　他の加盟国にある親会社に対する子会社の支払った配当に対する二重課税の排除

　　　１）子会社の支払配当に対する源泉税の廃止

　　　０　「親子会社指令」のすべての法形式の企業への適用の拡大　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｐｈａｓｅ　Ｉ）

　　　　　「親子会社指令」の定める資本参加率の最低限度の引上げ　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｐｈａｓｅ　Ｉ）

　　　　　ｒ親子会社指令」の所得税を支払うすべての企業への適用の拡大　　　　　　　　　　　　　（Ｐｈａｓｅ　ｌＩ）
　　　２）ＥＣ企業の配当に対する３０％の統一源泉税（受領者がＥＣ居住法人である場合は免除）　　　　（Ｐｈａｓｅ 皿）

　　　３）親会社の居住地国における二重課税の排除
　２　利子およびライセンス使用料に対する源泉税の廃止「指令案」の採択と適用範囲の拡大　　　　　　（ＰｈａｓｅＩ）

　３　移転価格から生ずる二重課税（「指令」の早急な批准）

　４　異なる加盟国にある支店　子会社の欠損金の親会社での通算

　　　１）「指令案」の採択　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｐｈａｓｅ　Ｉ）

　　 ２）加盟国内の企業グルー プ内部での欠損金の完全な垂直的，水平的通算　　　　　　　　　　　　（Ｐｈａｓｅ 皿）

　　３）企業グループ内部での欠損金の完全な通算のＥＣレベルヘの拡大　　　　　　　　　　　　　　（Ｐｈａｓｅ 皿）

　５　租税条約

　　　１）租税条約を欠く加盟国における二国問租税条約の締結　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｐｈａｓｅ　Ｉ）

　　２）加盟国と第二国問の二重課税防止条約の政策化のための措置　　　　　　　　　　　　　　　（Ｐｈａｓｅ　Ｉ）
ｎ． 経済的二童課税の排除

　１　法人税体系／国外からの受取り配当に対する課税上の不平等取扱の除去

　　 １）外国税額控除を採用している加盟国における他の加盟国におけるの法人税の外国税額控除　　　（Ｐｈａｓｅ　Ｉ）

　　２）経済的二重課税の排除を認める加盟国における他の加盟国からの配当に対する二重課税の緩　　（ＰｈａｓｅＩ）

　　　和，排除の義務
　　３）ＥＣ共通法人税体系を決定するための選択肢の検討　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｐｈａｓｅ 皿）

　２　法定法人税率

　　 １）留保，配当を問わない最低法人税率３０％の決定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｐｈａｓｅ　Ｉ）

　　２）最高法人税率４０％の決定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｐｈａｓｅ１Ｉ）

　　３）法人所得に対する一種類の課税，地方税がある場合は合計税率は最低法人税率３０％と最高法　　（Ｐｈａｓｅ 皿）

　　　人税率４０％の枠内

　３　租税誘因措置

　４　法人税の課税べ一ス

　　課税べ一スについての専門委員会の設置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｐｈａｓｅ　Ｉ）

　　　１）課税所得の限定／財務貸借対照表と税務貸借対照表の差異の縮小　　　　　　　　　　　　　（Ｐｈａｓｅ 皿）

２）減価償却

３）無体財産

４）　リース

５）棚卸し資産の評価

６）引当金

７）法定外企業年金

８）海外勤務者の国外年金負担金の控除

９）事業経費

１０）企業グルー プの本部費用

１１）過少資本

１２）欠損金の繰り越しおよび繰り戻し

１３）譲渡益

　５　法人税のその他の側面
皿． 複数の課税べ一スを持つ地方事業税の収益税化（法人税と同じ課税べ 一ス） （Ｐｈａｓｅ 皿）

置を一部の加盟国に見られる不透明なものから明瞭なものにすること，があげられている。こう

した課題の限定のもとに具体的な措置が緊急度に応じた３段階（第一段階Ｐｈａ．ｅ　Ｉ，いますく実行

されるべき課題，第二段階 ：Ｐｈａｓｅ 皿， １９９４頃までの課題，第三段階 ：Ｐｈａｓｅ皿，経済通貨同盟の完成時）

に分けて提案されている。内容的には大きく二つに分けられ，１）国際的二重課税の排除に関す

る措置と ，２）法人税（経済的二重課税の排除，共通最低法人税率，共通課税べ一ス）となっ ている 。

勧告内容は，表一４のとおりである 。

（２４０）



　　　　　　　　　　　　　ＥＵにおける法人税制の「調和」の論理（浅田）　　　　　　　　　　　　３９

　３）法人税の基本的タイプと国際的．重課税排除の方式

　法人税の基本的タイプについて「報告」は，「当委員会は，短期的には，理想的なＥＣ法人税

体系の勧告を考慮しないこととした。例えば，二段階法人税率の体系，いわゆる古典的体系また

はインピュ テーシ ョン方式，その他のタイプの体系。したがって共同体の現在の発展段階におい

ては，当委員会は法人税体系の完全なハーモナイゼーシ ョンを提案しない。それにもかかわらず ，

当委員会の見解によれは，全加盟国が共通の法人税体系を採用することは長期的に見ると ，努力
　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
するに値する目標である」としている。また他の箇所では，「長期的に見れば，当委員会の見解

では，特に配当所得の取り扱いに関して，共同体内において法人税体系についてより完全なハ ー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
モナイゼーシ ョンを達成するため，更なる努力が行なわれるべきであろう」と述べ，この「共通

の法人税体系」が満たすべき基準を四点指摘している。第一の判定基準は，租税中立性の原則で

あり ，これは三つのより下位の判定基準，すなわち，¢企業の法的形態問における中立性，　

様々な資金調達方法（特に配当利益と留保利益）の間における中立性，　内国株式への投資と他の

加盟国で設立された法人の株式への投資との間における中立性である。第二の判定基準は，強力

なヨーロソパ株式市場の創設に貢献しうるか否かである。第三は，源泉地国と株王の居住地国の

問における税収の公正な配分である。第四は，税務行政の実行可能性（。ｄｍ１ｍ．ｔ．ａ。七ｖ．ｆ．ａ．１
ｂ．１１ｔｙ）

，

簡素さ（・１ｍｐ１１・１ｔｙ）及ひ税制規定，租税徴収及ぴ租税回避に対する明瞭性（血・ｎ・ｐ・ｍ・ｙ）である 。

こうした判疋基準から導き出されるルティング委員会の法人税の基本的タイプは，いかなる法人

税の基本的タイプもこれらすべてを満たすことは不可能であるという限定付きであり ，８人の委

員のうち一人はこれに賛成しなかったとして，十分その理由を展開していないが，当時のベルギ

ーの体系である修正古典的（分離）方式（株主個人レベルにおける概算型税額控除方式）がもっとも

　　　　　　　　　　　　　　　１３）
適切なシステムであるとしている。こうした結論はインピュ テーシ ョン方式を共通税としたＥＣ

委員会指令案を考察した際の前節の分析とも一致するものであり ，首肯できるものである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
　次に，国際的二重課税排除の二つの方式（国外所得免除方式と税額控除方式）についての「ルテ

ィング報告」の主張点についてであるが，「報告」はこれについて次のように述べている。「当委

員会は，二重課税を緩和除去するための両方式のうち，相対的優位について特定の見解を支持し

ない。当委員会の見解によれは，両方式は併存しうるのである。　　当委員会は加盟国が両方式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
の問での選択権を放棄するよう加盟国に期待することを非現実的だと考えている」。 しかし，こ

の指摘はすでに見た「親子会社指令」等のＥＣ委員会が提案している「指令」や「指令案」が両

方式の間での選択権を容認していることに対する配慮であるように思われる。委員会の基本的考

え方は，法人税の基本的システムの場合と同様に，条件付きではあるが，次のようなものである 。

「加盟国問の過度の租税軽減競争を防く措置が講じられるならは，当委員会は行政の簡素化を理

由に国外所得免除方式を外国税額控除方式よりも望ましいと考える。そのような付随措置とは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
　　

・・法定法人税率及び法人税の課税べ一スに関する最小限のハーモナイゼーシ ョンである」。 そ

の理由としては，第一に，税額控除方式（親会社と子会社問の配当に係わる間接税額控除方式を含め

て）は，親会社の本国の税額からの税額控除を限定する点で不完全であること，すなわち外国で

支払われた税額が本国の税率を国外源泉所得に適用した場合の税額を上回る場合，その超過額は

税額控除されずに残ってしまうこと 。第二に，子会社が親会社に対して配当を送金するまでは ，

配当に対する課税が延期され，実際には税額控除方式は国外所得免除方式と変わらない場合があ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４１）
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ることをあげている。しかし，この指摘は，少し　般的すぎるように思える。やはりこの場合も

判定基準が必要であり ，それに基づいた判断が下されるべきである。　般的に国際的二重課税の

判定基準としては，資本輸出に対する中立性，資本輸入に対する中立性の基準が指摘される 。こ

れらは国際的二重課税の排除の方式の選択に際して重要な基準であることはいうまでもないが
，

「報告」の指摘する条件，すなわち加盟国間の過度の租税軽減競争を防ぐ措置が講じられるなら
ば， という条件の指摘は興味深い。報告ではこの条件の意味について触れられていないが，加盟

国問の過度の租税軽減競争を防ぐ措置，法人税率と課税べ一スのハーモナイゼーシ ョン，それは

法定税率ではない実効税率の共通化を意味するが，これらの付随条件は，どのような意味で両方

式の選択に際し条件となるのであろうか。次節で考察してみたい 。

　　
１）　“Ｒｅｐｏ廿ｏｆ　Ｔｈｅ　Ｃｏｍｍ１廿ｅｅ　ｏｆ　Ｉｎｄｅｐｅｎｄｅｎｔ　Ｅｘｐ餉ｓ　ｏｎ　Ｃｏｍｐａｎｙ　Ｔａｘａｔ１ｏｎ”， Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｃ

ｏｍｍｍ，

　　　 ｔ１ｅ１ Ｃｏｍｌ１１ｌｏｎ，Ｌｕｘｅｍｂｏ皿ｇ，Ｍａｒ１ｈ１１９２（以下
‘‘

ＲｕｄｍｇＲｅｐｏ討
’’

）

　　 ２）ＥＵの指令は・番号が付されて，ＥＵの公式報告誌
‘‘

Ｏ舶ｃｉａ１Ｊｏｕｍａ”に掲載される。この指令は ，

　　　 ７７／７９９／ＥＥＣ，ＯＪ１９７７Ｌ３３６／１５となっ ている 。
３）　９０／４３４／ＥＥＣ，ＯＪ１９９０Ｌ２２５／１

４）　９０／４３５／ＥＥＣ，ＯＪ１９９０Ｌ２２５／６

５）ＣＯＭ（９０）５７１丘ｎａ１．ＯＪ１９９１Ｃ５３／２６

６）ＣＯＭ（９０）５９５丘ｎａ１ＯＪ１９９１Ｃ５３／３０

７）　９０／４３６／ＥＥＣ，ＯＪ１９９０Ｌ２２５／１０

８）ＣＯＭ（９０）６０丘ｎａ１．／３，ＯＪ１９９１Ｃ１４１／５

９）ＣＯＭ（８９）６０丘ｎａ１．／３，ＯＪ１９８９Ｃ１４１／５

１０）邦訳，木村弘之亮「Ｒｕｄｍｇ委員会のＥＣ企業課税に関する結論と勧告（１）（２×３）」（『税経通信』１９９２

　年８月 ，９月 ，１０月号）。

１１）　 ‘‘

Ｒｕｄｍｇ　Ｒｅｐｏｒｔ” Ｐ２０２

１２）　 “Ｒｕｄｍｇ　Ｒｅｐｏｒｔ
’’

Ｐ２０８

１３）　 ‘‘

Ｒｕｄｍｇ　Ｒｅｐｏｒｔ
’’

Ｐ２０８

１４）一般的に，各国は所得税や法人税の課税において，対人主権と領土主権に基づいて課税を行なう 。

　対人主権に基づく課税とは，自国の居住者（個人および法人）が稼得した所得や所有する資産につい

　ては，その所得の原産地，資産の所在地を問わずこれに課税するというものである（居住地原則）。

　他方，領土主権に基づく課税とは，自国内で発生した所得や自国領土内に所在する資産に対しては
，

　その稼得者，所有者が非居住者であ ったとしてもこれに課税を行なうというものである（源泉地原
　則）。 この結果，例えばＡ国居住者のＢ国源泉所得に対しては，Ａ国による居住地原則に基づく課

　税とＢ国による源泉地原則に基づく課税が競合することになる。またＢ国居住者のＡ国源泉所得に

　ついても同様の事態が発生することとなる。こうした居住地国の対人主権に基づく課税と源泉地国の

　領土主権に基づく課税の競合，これが国際的二重課税問題である。こうした国際的二重課税の存在に

　対してＯＥＣＤ理事会は，１９６３年に二重課税の回避に関わる勧告を行なうと同時に「ＯＥＣＤ条約草案

　（胱ａｆｔ　Ｃｏｎｖｅｎｔｌｏｎ）」を提示し，今後，二国問の租税条約を締結ないし改定を行なう場合には，この

　条約草案に従うように求めている。勧告の趣旨は，二重課税の存在が財貨，サービスの国際間の取引

　および資本，人問の国際的交流の拡大にとって障害となるものであり ，二重課税の排除が加盟国問の

　経済的発展に貢献するというものである。条約草案の公表以降，ＯＥＣＤ加盟各国の租税条約の締結
，

　改定に際しては，この条約草案が参考とされているが，こうした動きは加盟各国だけにとどまらず非

　加盟国にも及んでいる 。

　　 この条約草案は，１９７７年に草案の文字がとれ「所得および資本に対する二重課税回避のためのモデ

　ル条約」（Ｍｏｄｅ１Ｃｏｎｖｅｎ七〇ｎ　ｆｏｒ　ｔｈｅ　Ａｖｏ１ｄａｎｃｅ　ｏｆ　Ｄｏｕｂ１ｅ　Ｔａｘａｔ１ｏｎ　ｗ１ｔｈ　ｒｅｓｐｅｃｔ　ｔｏ　Ｔａｘｅｓ　ｏｎ　Ｉｎ
・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４２）
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　ｃｏｍａｎｄＣａｐ１ｔａ１）となり ，その後，幾度かの改正を重ね，現在の「ＯＥＣＤモテル条約」（Ｍｏｄｅ１

　Ｃｏｎｖｅｎｔ１ｏｎ　ｗｌｔｈ　ｒｅｓｐｅｃｔ　ｔｏ　Ｔａｘｅｓ　ｏｎ　Ｉｎｃｏｍ　ａｎｄ　Ｃａｐ１ｔａ１）となっ ているが，現在の「ＯＥＣＤモテル

　条約」において，国際的二重課税の排除は，「第５章　二重課税排除の方法（Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｆｏｒ　ｅｌｉｍｉｎａ ．

　ｔｉｏｎ　ｏｆ　ｄｏｕｂ１ｅ　ｔａｘａｔｉｏｎ）」で取り上げられ，この第５章は二つの条項，第２３条Ａ「国外所得免除方式

　（Ｅｘｅｍｐｔ１ｏｎ　ｍｅｔｈｏｄ）」，第２３条Ｂ「外国税額控除方式」から構成されている。ここで示されている

　国外所得免除方式と外国税額控除方式の二つの方式が「モデル条約」が選択的採用を認める国際的二

　重課税の排除のための方式である 。

１５）　
‘‘

Ｒｕｄｍｇ　Ｒｅｐｏｒｔ” Ｐ２０４

１６）　
‘‘

Ｒｕｄｍｇ　Ｒｅｐｏｒｔ” Ｐ２０４

５　国際的二重課税とその排除方式

１）国外所得免除方式と外国税額控除方式の比較

　まず国外所得免除方式と外国税額控除方式が，どのようなものであるかを図一３の分類図を使

ってみておきたい 。

　国外所得免除方式は，所得の源　　　　　　図一３　国際的二重課税排除方式の分類

鴛ご；二悦畠ミ；；外国所得免除方式■［鴛篶
式

二饒鴛二苫二外国税額控除方式■［二鴛買饒
式括限度額方式

二｝篶鳩鴛
る場合，自国（居住地国）は７００のみが課税対象とされる。このように国外所得免除方式は自国源

泉所得のみを課税対象とするものであるが，税率の適用の仕方の相違によっ て， 完全免除方式

（ｆｕ１１ｅｘｅｍｐｔ１ｏｎ）と累進付免除方式（ｅｘｅｍｐｔ１ｏｎｗｌｔｈ　ｐ．ｏｇ．ｅｓｓ１ｏｎ）に区分される。前者は自国内で

発生した所得だけに対応する税率を適用するものであるが，後者は全世界所得に対応する税率を

自国発生所得に適用するものである 。

　外国税額控除方式においては，居住地国は国内の所得と外国源泉所得の合計である全世界所得

を課税対象とするが，外国で課税された税額を一定の方式により自国の税額から控除する。この

外国税額控除方式も完全税額控除方式（ｆｕ１１。。。ｄ１ｔ）と通常の税額控除方式（。。ｄｍ。。ｙ。。。ｄ１ｔ）に区

分される。完全税額控除方式は，外国の税率が居住地国の税率水準以上であ っても ，外国税額の

全額を自国の税額から控除するというものであるのに対し，通常の税額控除方式は，外国源泉所

得に対して自国の税率を適用した範囲内でのみ外国税額を控除するというものである。したが っ

て外国の税率が自国の税率を上回る場合には，その上回った部分については控除されず，超過負

担が発生することになる。つまり外国の税率水準が自国以下である場合は二重課税は完全に排除

されるが，自国水準以上である場合は二重課税の排除は不完全なものとなる。また通常の税額控

除方式は，一括限度額方式と国別限度額方式，さらに所得バスケ ット方式に区分される。一括限

度額方式は自国の税率水準で設定された控除限度額を国ごとに区分しない方式であるが，このこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４３）
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とから高税率国の税負担を低税率国によって生み出された余裕控除限度枠を使って控除するとい

う， いわゆる彼我流用問題が発生することとなる。この問題の発生を，限度枠を国別あるいは所

得別に管理することによっ て防いでいるのが国別限度額方式，所得ハスケ ソト方式である 。

　２）国際的二重課税の排除の方式と実効税率水準

　次に，国際的二重課税の排除の方法として国外所得免除方式と外国税額控除方式では，どのよ

うな機能上の差異が生れるのかを各国の法人税の実効税率の水準との関係で見てみたい。理由は

法人税の実効税率の水準の各国間の相違がここでは大きな意味を持つと考えるからである。また

ここでは簡略化のため外国所得免除方式においては完全免除方式を，外国税額控除方式において

は一括限度額方式を則提として議論を進める 。

　図一４は，ＡＢＣＤの４国問における法人所得の発生とこれに対する課税が二重課税の排除方式

の相違によっ てどのように異なるかを示したものである。先ず，二重課税の調整方式の違いであ

るが，ここではＡ国は国外所得免除方式を採用しており ，Ｂ国は外国税額控除方式を採用して

いるものとする。法人 ａ１，ｂ１はそれぞれＡ国とＢ国を居住地とする法人であり ，自国において

７００，Ｃ国において３００の合計１ ，０００の所得を得ている。また同様に ａ２，ｂ２もそれぞれＡ国とＢ

国を居住地とする法人であり ，自国において７００の所得を得ているが，国外所得３００はＤ国にお

いて得ていると仮定する。次に各国の法人税の実効税率の水準であるが，これを３つのケースに

分けて考察する。Ａ国とＢ国の法人実効税率はいずれのケースにおいても ，とちらも４０％の水

準にあるが，Ｃ国とＤ国のそれはケースによっ てそれぞれ異なる。ケース１ではＣ国とＤ国の

実効税率はＡ国，Ｂ国と同じ水準の４０％であり ，すべての国が同じである。ケース２ではＣ国 ，

Ｄ国ともに同じであるが，３０％とＡ国，Ｂ国よりも低く設定してある。ケース３ではＣ国はＡ
国， Ｂ国よりも低い２０％に，Ｄ国はＡ国，Ｂ国より高い５０％となっ ている 。

　以上の説例における国外所得免除方式と外国税額控除方式の国際的二重課税排除の効果は，表

一５のとおりである。この場合表中の数字は ａ１，ａ２，ｂ １， ｂ２の各法人の税負担額であり ，政府の

税収に与える影響とは区別する必要がある 。

　ケース１においては，国際的二重課税の調整を行わない場合の税負担額と比較すると二重課税

調整方式の効果は現れているが，すべての国の法人実効税率が同じ４０％であるためそれぞれの調

整方式の税負担額に格差は現れず，すべて４００である。このことは各国間で共通の実効税率が成

立した場合はもちろんであるが，実効税率が接
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図一４　二重課税の排除方式と実効税率
近した場合にも，国際的二重課税調整の方式の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国外所得免除

；篶１１蟻１１１１１烹Ｌｌｌ∴「ギ∴

た税額を差し引いた額である。　　　　　　　　　 ヶ＿ス２３０％　　　 外国税額免除　　　ヶ＿ス２３０％

（２４４）
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　　表一５　国際的二重課税排除の効果

４３

Ａ国／国外所得免除方式 Ｂ国／外国税額控除方式
法人税 ・実効税率 ：４０％ 法人税 ・実効税率＝４０％

ケース１

Ｃ国＝４０％ （５２０）
ａ１： ７００×４０％十３００×４０％＝４００ ［２８０１ ｂ１： （７００＋３００）×４０％十３００×４０％

一３００×４０％＝４００ ［２８０１

Ｄ国：４０％ （５２０）
ａ２： ７００×４０％十３００×４０％ ＝４００ ［２８０１ ｂ２： （７００＋３００）×４０％十３００×４０％

一３００×４０％＝４００ ［２８０１

ケース２

Ｃ国＝３０％ （４９０）
ａ１： ７００×４０９６＋３００×３０９６＝３７０ ［２８０１ ｂ１： （７００＋３００）×４０９６＋３００×３０９６

一３００×３０％：４００ ［３１０１

Ｄ国＝３０％ （４９０） ａ２　：７００×４０９６＋３００×３０９６＝３７０ ［２８０１ ｂ２： （７００＋３００）×４０％十３００×３０％

一３００×３０％＝４００ ［３１０１

ケース３

Ｃ国：２０％ （４６０）
ａ１： ７００×４０９６＋３００×２０９６＝３４０

［２８０１ ｂ１： （７００＋３００）×４０％十３００×２０％

一３００×２０％＝４００ ［３４０１

Ｄ国＝５０％ （５５０） ａ２　：７００×４０９６＋３００×５０９６：４３０ ［２８０１ ｂ２： （７００＋３００）×４０９６＋３００×５０９６

一３００×４０％：４３０ ［２８０１

　１ ．各ケースの（　）内の数字は国際的二重課税の調整を行わない場合の税負担額である 。

　２ ．ケース３のｂ２では，一括限度額方式における控除限度枠を越える超過負担が発生している 。

　３　［　１内の数字は政府の税収である 。

下がっているため国外所得免除方式のもとにある ａ１，ａ２の税負担額が下がったことの結果であ

る。 これは国外所得免除方式の場合，国外所得にかかる外国の実効税率の水準がそのまま法人の

税負担水準に直結しているのに対して，外国税額控除方式では，国外所得にかかる外国での税負

担は，それが自国の実効税率に規定された控除枠内にあるかぎり完全に控除され，結果として全

世界所得に自国の実効税率を適用した額が法人の税負担額となるためである。資本輸出国である

Ａ国，Ｂ国の実効税率は不変であり ，その水準がＣ国，Ｄ国の実効税率よりも高くなっ たこの

ケースの場合，外国税額控除方式の税負担額は高くなる 。

　外国税額控除方式のもとにあるｂ １， ｂ２の税負担額は自国の実効税率の水準に規定されている

ため不変であるということは，自国の実効税率より進出先の実効税率が低い水準にあるかぎり ，

どの国に進出しても法人の税負担額は一定であり ，進出先の税負担水準の影響を受けないことを

意味する。そしてそのことは同時に，居住地国内の資本問の資本輸出に係わる競争条件を公平に

維持しているということでもある。外国税額控除方式が資本輸出に中立的であるといわれる所以

である 。

　ケース３においては，Ｃ国の法人実効税率はケース２の場合よりさらに低い２０％に設定されて

いるため，ここでは法人 ａ１，ｂ１の税負担格差は更に広がることとなる。外国税額控除方式のも

とにあるｂ１の税負担水準は先にも述べたとうり不変であるが，国外所得免除方式のもとにある

ａ１ の負担水準は３７０から３４０に更に下がっている。国外所得免除方式においては，外国税額控除

方式と異なり ，進出国の実効税率の水準が低くなればなるほど進出法人の税負担は低くなる。し

たがって，いかに税負担水準の低い国に進出するかが，進出法人にとっ ては重要な戦略的課題の

一つとなる。しかし注意を要する点は，進出先の税負担水準が自国より高い場合は国外所得免除

方式と外国税額控除方式に差は生じないという点である。このことはＡ国，Ｂ国より税負担水準

の高いＤ国に進出している ａ２，ｂ２の場合に明瞭である。国外所得免除方式のもとにある ａ２の

負担水準はケース２のａ２ と比べると３７０から４３０へと負担水準が急上昇しているが，これは外国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４５）
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税額控除方式のもとにあるｂ２の負担水準に追い付いただけで，このあと実効税率がより上が っ

たとしても両者の負担水準は同じである。国外所得免除方式は自国より実効税率が低い国に進出

する場合にのみ，外国税額控除方式よりも進出法人にとっ ては税負担水準を引き下げる方向に作

用するわけである。そこでは資本輸出に対する中立性は当然機能しない。法人の税負担水準を引

き下げるか否かを決定するのは法人自身であり ，自国の税制ではない。そうした意味では国外所

得免除方式は，低税率国への進出に対しては税額控除方式よりはるかに進出促進的であるといえ

る。

　しかし，このことは政府の税収額という側面から見ると重要な問題をはらんでいる。政府の税

収額は，国外所得免除方式においては常に一定であり ，外国税額控除方式では低税率国に進出す

ればするほど増大する。高税率国への進出においてはどちらも同じであり ，いかに実効税率が上

がっ て同額の税収が確保される。税収面から見ると税額控除方式のほうが低税率国への進出に対

して進出促進的であるかのように見えるが，法人の海外進出を決定するのは政府ではない。税収

額は，国外所得免除方式のほうが低くなる。これは外国税額控除方式が全世界所得に自国の税率

を適用した額から外国税額を控除しているのに対して，国外所得免除方式は自国源泉所得にのみ

課税し，国外所得への課税を放棄しているためである。外国税額控除方式と比べた場合の国外所

得免除方式における法人の税負担の低さは，政府税収の犠牲のうえに成り立っているということ

ができる 。

　いま国外所得免除方式においては政府の税収額は常に一定であると述べたが，これはあくまで

自国源泉所得と国外源泉所得との比率が不変であるという則提のもとでのみいいうる（表におい

ては，自国源泉所得と国外源泉所得との比率を常に７００ ：３００としてあるのでＡ国の税収はどのケースの場合

も２８０と一定である）ことであり ，現実には経済状況の変化に応じて常に変化するものである。こ

のことは自国源泉所得より国外源泉所得が多くなっ た場合に，税収が上がらないという国外所得

免除方式の欠陥となる。さらに国外所得免除方式が，低税率国への進出に対しては税額控除方式

より進出促進的であることを考えると ，この傾向は税制それ自体の中に内在しているとさえいい

うる。この点に関して外国税額控除方式は，全世界所得を課税対象としているため，自国源泉所

得と外国源泉所得の構成比が変化してもそれによっ ては影響を受けず，税収は安定しているとい

うことができる 。

　二つの国際的二重課税の方式と法人実効税率の関係をまとめると次のようになる。先ず，国外

所得免除方式については，第一に，自国より低税率国に進出する場合，進出国の実効税率の水準

が低くなればなるほど，進出法人の税負担は低くなる。この場合，当然であるが自国法人間の資

本輸出に対する中立性は保証されない。第二に，低税率国に進出する場合，政府の税収は外国税

額控除方式に比べ少なくなるが，自国源泉所得と外国源泉所得の構成比が一定であるかぎり ，政

府税収に変化はなく一定である。しかし第三に，この構成比が外国源泉所得が拡大する方向に変

化した場合政府税収はそれに歩調を合わせて減少の一途をたどる 。

　次に外国税額控除方式においては，第一に，自国より低税率国に進出する限り ，どの国に進出

しても進出法人の税負担額は自国の実効税率水準に規定されて一定であり ，進出先の税率水準に

影響されない。この意味ではこの方式は自国資本の資本輸出に対しては競争中立的である。しか

し， 自国より高税率国に進出した場合，二重課税は部分的にしか解消されず高い税率の部分だけ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４６）
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残ることになる。したがって，低税率国に進出した自国法人との税負担格差は解消されない。第

二に，政府の税収は低税率国に進出する場合，国外所得免除方式に比べ大きくなる。また自国法

人が低税率国に進出するほど控除額が減少するため税収は拡大する。第三に，自国源泉所得と外

国源泉所得の構成比が変化しても税収は安定している。また，国外所得免除方式と外国税額控除

方式の両者に共通して指摘できる点は，第一に進出先の税率水準が自国と同じである場合は，両

方式は機能上格差はなく等しく二重課税を排除できる。第二に，高税率国に進出した場合，税収

面では格差はなく政府の税収は両方式で同じであるということである
。

　このように国際的二重課税排除の二つの方式は，それぞれ独自の性格を持ち　長一短である
。

国外所得免除方式はその政府税収に与える影響からすれば，歴史的に法人税収入に依存する割合

の少ない国に適したものであろうし，そうでない場合には，間接税等の他の税収により財源を確

保する必要が生ずる。外国税額控除方式においては資本輸出促進的であるためには，自国の実効

税率の水準それ自体を引き下げる必要がある。実効税率の引き下げは，法定法人税率の切り下げ

でも ，課税べ一スの縮小でも可能であり ，その方法は問わないが，このことは税収減に結び付く

わけであり ，国外所得免除方式と同様，他の税収源を確保する必要に迫られる。しかし，実効税

率の切り下げは別の側面，すなわち国外からの投資を呼び込むことにも有利に作用する。そして ，

このことは実効税率切り下げによる税収減の影響ををある程度カバーすることにつながる。もち

ろん国外からの投資の呼び込みは税率だけがその要因ではないが，他の要因が同じである場合に

は， 税率の格差は決定的である。国外所得免除方式においては，自国の実効税率は国外所得にか

かる税率とは切り放されており ，国外所得への課税を免除することの税収への影響は，免除額が

税収にとっ て無視しえないほど大きくなっ た場合，すなわち国外所得が国内所得に比べ相対的に

大きくなっ た場合に限定されていた。しかし，税額控除方式の場合は，実効税率の切り下げは制

度と結ひ付いたものであり ，税額控除方式それ自体に内在したものである 。

　ＥＵ加盟国における ’８０年代，’９０年代の法定法人税率の切り下げ競争は，激しいものがある 。

イギリスは１９８４年から８６年にかけて，サ ッチャー政権の下で，それまで５２％であ った法人税率を

一気に３５％まで切り下げたのに続いて，１９９１年には３３％まで落とした。さらに１９９７年度には ，１８

年ぶりの予算編成に取り組んだ労働党政権によっ て２％引き下げ過去最低水準の３１％となり
，

１９９９年４月からは通貨統合後の欧州企業間の競争激化をにらみ３０％まで引き下げるとの方針が表

明されている 。（また，それと同時にＡＣＴも廃止される。）ドイツにおいては，１９９０年に留保５６％ ，

配当３６％であ った法人税率が留保５０％，配当３６％に，１９９４年には留保４５％，配当３０％にまで引き

下げられている。また，１９９８年税制改革法案では留保４０％，配当２８％にする案が盛り込まれ ，

１９９８年１月から実施予定という 。フランスは，１９８６年にそれまで５０％でであ った税率を４５％に ，

１９９２年には３４％，１９９３年には３３１／３１％に引き下げたが，１９９５には税額の１０％の付加税を導入し
，

少し水準を戻しているが低税率の基調に変化はない 。

　こうした法人税率の切り下け競争の激化は「ルティンク報告」が指摘した加盟国問の過度の租

税軽減競争を防く措置，すなわち法人税率と課税べ一スのハーモナイセーシ ョンの共通化による
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）実効税率の共通化という措置が講じられない下で，加盟各国の各種の国際的二重課税の方式に媒

介され，加速化されているように思われる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４７）
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　１）現在のＥＵ加盟各国の法人税についての国際的二重課税排除の方式の採用状況は表 ａのとおりで

　　ある 。

　　　　　　　　　　　　　　表 ａ　内国法人の国外所得と子会社配当への対応

子会社配当

非課税（益金不参入） 課　税（外国税額控除）

内国法人の国外所得 国外所得免除 フランス，ルクセンブルグ

損金算入 ベルギー

租税条約に委ねる ドイツ，オランダ

デンマーク ，オースト ．リア

外国税額控除 アイルランド イギリス，スペイン，イタリア，ギリシャ

ポルトガル，スウエーデン，フインランド

　注　『ＥＵ加盟国の税法』１９９７年版，中央経済社より作成

　まず内国法人の課税対象となる事業所得の範囲であるが，フランスとルクセンブルグが国内源泉所

得に課税所得を限定している（ルクセンブルグは累進法人税率であり ，国外所得は適用税率判定上は

計算に入るが，この税率が適用され，法人税の直接の対象となるのは国内源泉所得のみであり ，いわ

ゆる累進付き国外所得免除方式であるのに対し，他の加盟国はすべて全世界所得課税である）。 内国

法人の国外事業所得に対する外国法人税の取り扱いは，加盟１５か国のうちイギリス，スペイン，イタ

リア，アイルランド，ギリシア，ポルトガル，スウエーデン，フィンランドの９か国が外国税額控除

方式となっ ており ，国外所得免除方式はフランス，ルクセンフルグの２か国，租税条約に委ねている

国がトイソ，オランダ，テンマーク ，オーストリアの４か国，国外所得免除方式と外国税額控除方式

の中問形態である損金算入方式（これは外国税額に自国税率を乗じた分だけ部分的に国際的二重課税

を排除する）をとるのがベルギーの１か国となっ ており ，外国税額控除方式が多数派となっ ている 。

　また外国法人からの配当についてはすべての加盟国が原則課税であるが，子会社含めた関連会社等

（資本参加適格株式，適格配当）についてはフランス，オランダ，ベルギ ー， ルクセンブルク ，デン

マーク ，オーストリア，アイルランド，が益金不参入であり ，非課税となっ ている。他の加盟国は子

会社等からの配当を非課税としていないが，一般外国法人からの配当と区別し，配当に係わる，法人

税， 源泉税は外国税額控除の対象となっ ている 。

　以上の点から次のようなことが明らかになる。この表に上がっているＥＵ加盟諸国の国際的二重

課税排除の方式の採用状況には大きく三つのグループが見られることである。第一は，内国法人の国

外所得に国外所得免除方式か損金算入を採用し，子会社配当にも益金不算入で，国外源泉所得に一貫

して非課税を貫いているグループである。このグループに属するのは，フランス，ルクセンブルグ ，

ベルギーである。第二は，内国法人の国外所得にも，子会社配当にも外国税額控除で対応しているグ

ループで，全世界所得課税を貫いているグルー プである。イギリス，スペイン，イタリア，ギリシア ，

ポルトガル，スウエー デン，フィンランド，がそれにあたる。第三のグループは，内国法人の国外所

得には外国税額控除で対応するか租税条約に委ね，子会社の配当には非課税としており ，両者に対す

る対応が異なるグループである。表ｂは，１９７１年から８０年に至る期問と８１年から８９年に至る期間の国

内への直接投資額と国外への直接投資額を比較したものであるが，８０年代において国外への投資が国

内への投資を上回る国は，イギリス，フランス，ドイツ，オランダ，イタリア，デンマークである 。

それに対し，ベルギー， ルクセンブルグは７０年代も ，８０年代も一貫して国内への投資が国外への投資

を上回 っている。フランスは８０年代資本輸出国に回 っているが７０年代においては資本輸入国である 。

このように見ると資本輸入国では国外所得免除方式を採用する傾向があり ，輸出国あるいは輸入国の

範鴫に入るが国外進出の可能性が余り期待できない国が外国税額控除方式を採用しているということ

ができそうである。なお子会社から親会社に配当を送金する場合に直接送金するのではなく ，中継会

社を媒介にするケースが見られるが，第三のグループにはこうした中継会社の所在地国となっ ている

国が多く ，オランダ，デンマーク ，アイルランドがそれに当たる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４８）
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表ｈ　ＥＣにおける国内直接投資と国外直接投資

国内直接投資 国外直接投資

１９７１－ ８０ １９８１－ ８９ １９７１－ ８０ １９８１－ ８９

ベルギー／ルクセンブルグ
１〕 ９， ２１５ ２０ ，０２０ ３， ２１３ １４ ，８５４

デンマーク １， ５６１ ３０８ １， ０６３ ４７６

ドイツ１） １３ ，９５７ １６ ，５３５ ２３ ，１３０ ８５ ，２５３

ギリシャ Ｎ． Ａ． ６， １４５ Ｎ． Ａ． Ｎ． Ａ．

スペイン ７， ０６０ ４６ ，ＯＯＯ １， ２７４ ８， １９６

フランス１） １６ ，９０８ ４３ ，２２５ １３ ，９４０ ８５ ，７３６

アイルランド １， ６５９ １， １１３ Ｎ． Ａ． Ｎ． Ａ．

イタリア
１） ５， ６９８ ２４ ，９９３ ３， ５９７ ２７ ，８５９

オランダ １０ ，８２２ ２５ ，７２９ ２７ ，８２９ ５１ ，０３８

ポルトガル２） ５３６ ５， ８１３ ３８ ２０２

イギリス ４０ ，５０３ １２１ ，０４８ ５５ ，１１２ １８４ ，１５４

日本
１）

１， ４２４ ３， ２８１ １８ ，０５２ １８５ ，８２６

アメリカ
３）

５６ ，２７６ ３５４ ，７１２ １３４ ，３５４ １７６ ，４６４

注： １）これらの国は，国外直接投資統計に利益の再投資分を含んでいない 。

　　２）ポルトガルの数字は，１９７５年以降の分である 。

　　３）アメリカの数字は，ほかの国の数字と一致させるためにキャピタル ・ゲイン

　　　とロスを除外してある 。

出所　 “ＲｕｄｍｇＲｅｐｏｒｔ” ｐ３５１／ｓｏ皿ｃｅ　ＯＥＣＤｂａ１ａｎｃｂｅｏｆｐａｙｍｅｎｔｄａｔｅ

（２４９）
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